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１．プロジェクトの基本データ 
  

プロジェクト名 事業化のための固形廃棄物の回収と活用 

国名 / 地域名 ドミニカ共和国 

実施サイト サントドミンゴ市(首都圏） 

  
２．プロジェクト計画立案機関のデータ 

実施責任機関の名称 サントドミンゴ市役所 
管轄部署 国際技術協力室 
実施部署 市役所清掃局 
連絡先 首都圏サントドミンゴ市セントロ・デ・ロス・エロエ

ス、フライ・シプリアーノ・デ・ウトレーラ通り 
  
３．プロジェクト期間      ２年間 
  
開始年月日 ２００４年１０月 
終了年月日 ２００６年１０月 
実施期間（月） ２４ヶ月間 
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背 景 

II.当該部門の一般状況 

 ドミニカ共和国はカリブ海にあるイスパニョーラ島の東部(７８%)を占め、島の西部を

占めるハイチ共和国と国境を分けている。総人口は約８５０万人で、年間人口増加率は

２％である。 

 

 ２００３年の人口国勢調査によると、首都サントドミンゴ市の人口は約２３０万人で

ある。サントドミンゴ市の中でも特に人口が集中しているのが首都圏で、首都圏の人口

は１０９万５千人であり、２０１０年には３１９万５千人に達すると推定されている。 

 

 サントドミンゴ市は社会経済活動が盛んであり、周辺近郊からサントドミンゴ市へ毎

日移動する労働人口、及び首都を訪問するドミニカ人や外国人観光客などの流動人口を

加算しなければならない。首都圏では毎日１，５００トンの廃棄物が産出され、一日の

総量の６０％を占めることからも、首都圏での産業活動の活発さが伺える(添付の表参

照）。 

 

 廃棄物の産出はライフ・クォーリティに大きく影響する環境衛生上の深刻な課題であ

り、環境汚染や劣化の主要原因の１つである。また、国の相当部分を占める貧困層の生

活レベルの低下にもつながる深刻な社会問題である。 

 

 廃棄物には生活廃棄物、工業廃棄物、農業廃棄物、医療廃棄物などに分類され、産業

廃棄物は家庭や職場で排出される廃棄物が混合している。医療機関で発生される廃棄物

に施設のごみ処理担当者や一般市民の健康を害する有害な物質が含まれており、適切な

処理が必要とされる。 

 

プロジェクトの運営面について 

 

１．プロジェクト名（暫定）：事業化のための固形廃棄物の回収と活用 

 

２．申請年月日：２００３年８月 

 

３．申請 機関：ドミニカ共和国サントドミンゴ市役所 

        サントドミンゴ市セントロ・デ・ロス・エロエス 
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４．調査実施機関： 

  ａ）サントドミンゴ市役所 

  ｂ）サントドミンゴ市役所清掃局 

 

５．プロジェクトサイト：ドミニカ共和国サントドミンゴ市。 

 

６．実施機関の人員数 

 

¾ サントドミンゴ市役所清掃局人員数：１，５５９ 

¾ 常勤人員   計 ８５  男性 ６５  女性 ２０ 

¾ 非常勤人員  計 １，４７４   男性 ６２６  女性 ８４８ 

¾ 事務部門常勤人員  ８５ 

¾ フィールド常勤人員  ０ 

¾ 事務部門非常勤人員  ０ 

¾ フィールド非常勤人員 ０ 

¾ 常勤人員人件費予算 ８，１６０，０００ペソ(年間予算） 

¾ 清掃局年間予算額（２００３年） ３７，３２０，０００ペソ 

¾ サントドミンゴ市役所年間予算額(実績）（２００３年） ６８３，０００，０００

ペソ 

 

プロジェクトの必要性 

 

 ドミニカ共和国では廃棄物の排出はライフ・クォーリティに大きく影響する環境衛生

上の深刻な課題であり、環境汚染や劣化の主要原因の１つでもある。また、国の相当部

分を占める貧困層の生活レベルの低下にもつながる社会問題である。 

 

 現在、都市人口の７０％近くがごみの回収サービスを受けているが、無制限に広がる

居住地区のニーズをすべて満たすことができず、無認可のごみ捨て場があらゆる所に発

生し、当然、野犬や猫、ねずみなどの繁殖、及びこれらを媒介する為、疾患の発生にも

つながる。また、公共の場がゴミ捨て場と化することもあり、周辺住民が勝手にごみの

焼却をすることも往々にしてある。 

 

 都市固形廃棄物の不適切な処理の一因はごみの回収サービスが需要を完全に満たして

いないこと、サントドミンゴ市役所の経済的な困窮、サービスが不十分なため市民がご

み回収料金を支払う意欲が少ないことがあげられる。 
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 現在サントドミンゴ市役所清掃局や環境行政局はサービスの向上をめざして努力をし

てきたにもかかわらず、増加しつづける需要に対応できていないというのが実情である。 

 

 サントドミンゴ市全体から発生するごみの量に対して、ゴミ処理場１ヵ所（面積５０

ｈａ）しかなく、しかも、同埋立地と周辺居住地との境界が環境基準で許容されない範

囲まで広がってきており、周辺地域保健の劣化、住民の健康にとって重大なリスクとな

ってきている。また、同埋立地では有毒ガスの除去はなされているが、廃棄されたごみ

は野ざらし状態である。 

 

 その一方で、ド国には公的・民間部門から発生する医療廃棄物の処理に関する特別な

政策方針がなく、一般廃棄物と同様の回収・最終処理がなされている。危険な医療廃棄

物は総合病院や民間医療機関だけでなく、個人や小規模の診療施設、保健所、臨床検査

所、薬局、血液銀行、歯科医院・診療所なども発生源である。 

 

 実際、これら医療廃棄物に関する厳密な処理基準が策定される必要があり、たとえば、

微生物検査所から発生する廃棄物、刺し傷を作りやすい器具（針、カテーテル、チュー

ブなど）、外科・解剖などの廃棄物の他、感染症の患者に由来する廃棄物、全血・血液副

産物などは、病原体の伝染源となる可能性が大きいため、特に厳重な処理を要するもの

である。 

 

 これまで、マスコミなどは何十年も前から医療廃棄物を問題視するニュースを流して

きたが、８０年代に首都のごみ回収車から切断された手足がごみとともにカメラに取ら

れた身の毛がよだつような光景が報道されたのが、記憶に残っている。 

 

 汚水や放置されたごみ、医療廃棄物などの不適切な処理などから、ド国はいつでもあ

る特定の疾病の集団感染が発生する危険を抱えているといえる。 

 

 従って、緊急に環境衛生対策を講じる必要がある。そのため、サントドミンゴ市役所

はこの深刻な問題の解決を図るために、日本政府、ならびに他の国内外の機関の協力を

強く求める次第である。 
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プロジェクトの基本方針（プロジェクトの内容要約） 

 

 「事業化のためのごみの回収と活用」プロジェクトの主な目標は固形廃棄物の回収に

関する問題を解決し、首都圏に居住する人口の社会・経済・環境条件の効率的で恒久的

な改善を図るために、ごみの回収、運搬、最終処理、ごみの産業利用の段階に携わる民

間企業や投資家の参加を受けて、ごみの事業化及び、一般市民に対する環境教育及び固

形廃棄物処理について広く啓蒙・意識作りのための教育に取り組むことである。また、

そのためにプロジェクトのすべての発展段階において、裨益者層の積極的な参加を受け

るものとする。 

 

 その意味では革新的な構想及び実践戦略に基づいたプロジェクトであり、また、初め

てサントドミンゴ市役所が首都圏の固形廃棄物の問題の解決を試みるということで、他

の市役所へのモデルとなるプロジェクトである。 

 

 これらの基本方針に基づき、サントドミンゴ市役所は環境衛生教育、ごみの分別・リ

サイクルに関して教育・研修・組織づくりを目的とした具体的な活動を展開するもので

ある。また、他の関係機関との機能的な連携を基盤としたプログラムも実施する。その

他、首都圏の廃棄物の産業利用及び商品化のために、ごみの回収、運搬、最終処理に携

わる民間企業や投資家と事業委託契約を締結する。 

 

 プロジェクトの活動の中に、首都圏の市民にごみの分別をし、市役所が指定する埋め

立地に適切な方法で収集するための、教育・啓蒙活動を行う。 

 

 また、現在の最終処分場以外に、近代的な技術設備を導入した中間処理場施設、新規

ゴミ捨て場の設置を図る。 

 

当該部門における問題 

 

 以下の解決すべき問題を抱えている。 

 

¾ 首都圏の環境衛生の改善、感染症、ならびにごみの焼却が原因となる感染症や呼吸

器疾患を少なくする。 
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¾ 市民に固形廃棄物の適正な処理方法を教育するとともに、ごみ問題は役所だけでな

く、排出者でもある市民のごみや環境に関する意識レベルに大きく左右され、その

改善は市民全体の利益につながるものであるという認識を持たせる。 

 

¾ 教育省、父兄会などの協力を得て、ごみの適正な処理の重要性、及びその社会的効

果、国の将来への影響などについて、学校教育を通じて子供への意識作りを行う。 

 

¾ 首都圏の道路、舗道、緑地帯などの放置ごみの山、公道に放置されている廃棄車両

や動物の死体、危険な医療廃棄物などを除去し、これらの廃棄物の処理について統

一基準を策定する。 

 

¾ ごみ回収サービスの普及率及びサービス運営の改善を図る。 

 

¾ 市民組織、大学などの参加を得て、一般市民への教育活動を実施し、ごみの回収に

関して成績がいい場合は表彰したり、逆に不適切なごみ処理に対しては罰則を課し

たりする。 

 

¾ 首都圏にある総合病院や医療機関、及び有害な廃棄物の処理に携わる民間企業に対

して、それぞれが排出する廃棄物の除去と利用に関する適切なメカニズムを導入す

る。 

 

¾ 青果市場も悪臭や汚水（蓄積されているごみの浸出液が泥状になったもの）による

環境汚染が問題である。 

 

総合的な問題 

 

 首都圏での廃棄物処理に関する効果的、効率的な総合管理システムが存在しない。 

 

 その原因と今回、特に調査対象とした問題点： 

 

¾ 廃棄物処理のための国からの予算が非常に少ない。 

¾ 環境教育活動がなされていない。 

¾ 環境面で近代的で安全な技術が十分適応されていない。 

¾ 廃棄物処理に関する効果的な法規制がない。 
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¾ 一般国民は市役所サイドでごみの問題解決への努力は評価しているが、問題の根本

的な解決のための住民参加型の知識がないため、その上、当局の規制がないため、

ごみのポイ捨てが後を絶たない。 

 

プロジェクト実施範囲 

 

 本プロジェクトは首都圏(総面積：１０４ｋｍ２、人口：１０９万５千人）にて実施さ

れる。首都圏の位置、調査対象地域と最終処分場を明確に示した地図を添付する。 

 

プロジェクト目的 

 

 「事業化のためのごみの回収と活用」プロジェクトの主な目標は固形廃棄物の回収に

関する問題を解決し、首都圏に居住する人口の社会・経済・環境条件の効率的で恒久的

な改善を図るために、ごみの回収、運搬、最終処理、ごみの産業利用の段階に携わる民

間企業や投資家の参加を受けて、ごみの事業化及び、一般市民に対する環境教育及び固

形廃棄物処理について広く啓蒙・意識作りのための教育に取り組むことである。また、

そのためにプロジェクトのすべての発展段階において、裨益層の積極的な参加を受ける

ものとする。 

 

 その意味では革新的な構想及び実践戦略に基づいたプロジェクトであり、また、初め

てサントドミンゴ市役所が首都圏の固形廃棄物の問題を解決すると共に、雇用の創出、

固形廃棄物の処理基準がないために起こる環境汚染に起因する、特に貧困層の疾患や死

亡率の減少への取り組みである。 

 

 サントドミンゴ市役所は市役所やそのシステムに対する一般市民からの信頼や信望を

高めることをベースとした分野別政策を導入し、市民へ一定の義務の遂行を課す見返り

として、社会プログラムの実施のための資金の調達の増加に努める。 

 

¾ 首都圏における固形廃棄物処理に関するマスタープランの策定 

 

¾ マスコミやセミナー、会議、各種市民組織（クラブ、協会）、学校、一般企業など

のさまざまな場面や対象者に対する環境教育キャンペーンの実施。 

 

¾ コンピューターシステムによる請求書作成。 
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¾ 首都圏の地区レベルの住民を対象とした活動の展開。 

 

プロジェクトの裨益者： 

 

¾ 首都圏居住者 

¾ 保健部門（病院、民間医療機関など） 

¾ 商工業・農業部門(農業は特に青果市場など） 

¾ 観光部門（ホテル、レストランなど） 

¾ 零細・中小企業部門 

 

プロジェクトの一般目標 

 

¾ 首都圏の市民の福祉の向上と環境保全に貢献するような持続的かつ効果的な固形廃

棄物処理システムを確立する。 

 

¾ 路上、舗道、共同の憩いの場などでのごみの集積を排除し、通行妨害や疾病の感染

源を取り除く。 

 

¾ 他の市役所のモデルになるような、首都圏の固形廃棄物処理マスタープランを作成

する。 

 

¾ 保健省や環境省、水利庁など他の政府機関の強化、郡行政の模範となるようなモデ

ルを定める。 

 

¾ 現在、首都圏の最終処分場は１ヵ所しかなく、その寿命も最大３年と推定されてい

るため、固形廃棄物の適正な最終処理が確実にされるような新しい最終処分場を設

置する。 

 

プロジェクトの特定目標 

 

¾ 都市部の固形廃棄物に起因する環境問題の解決のための戦略案を提示する。 

 

¾ 首都圏の諸条件に見合った固形廃棄物処理に関する新しい技術（ごみの収集、リサ

イクル、最終処理）の導入の可能性を調査する。 
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¾ 首都圏の固形廃棄物の取り扱い・処理に関する適正なモニタリングシステムを確立

するために必要な技術的な助言や提言を受ける。 

 

¾ できるだけ多くの市民が固形廃棄物の正しい取り扱いを実践するようなインパクト

を考案する。 

 

¾ 職員に対する国内外における研修制度を維持する。 

 

¾ 郡行政に対する首都圏の市民の信頼を築く。 

 

¾ 固形廃棄物のリサイクル事業の実践は、新しい雇用ならびに収入源の創出につなが

り、ひいては最終処分場の延命化にもなる。 

 

¾ ごみのリサイクルセンターの基準策定。リサイクルセンターはリサイクル事業の啓

蒙手段として、リサイクルできる物品の収集・交換サービスを一般市民へ提供し、

そのためにセンターの人員への研修を行う。 

 

プロジェクトの裨益主体としての女性の位置づけ 

 

 女性は環境衛生改善による直接の裨益者であり、家庭におけるごみ処理に関する新し

いコンセプトの伝達者であり、収入の産出者でもあり、貧困の減少に貢献するという面

から見ても、女性の本プロジェクトにおける役割は非常に重要である。 

 

 本プロジェクトの画期的なことは、ごみの選別による経済的なインセンティブと、住

民組織化、住民参加型教育の概念を組み合わせたことである。 

 

日本の技術協力の必要性 

 

 本プロジェクトは日本人長期専門家からの技術指導を必要としている。長期専門家の

１人は専門家チームのコーディネーターの任務を負い、村落開発、環境衛生、固形廃棄

物回収の専門知識と経験を有する人材が必要である。同長期専門家は首都圏に居住する

ものとする。 
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 また、専門家のチーフアドバイザーをディレクターとして位置づけ、実施機関のカウ

ンターパートをサブディレクターとして補佐し、下記の事項について責任を負うものと

する。 

 

a） プロジェクトの各実施段階の計画策定。 

 

b） 中長期的に住民が自発的に活動主体を担うために、効果的・実質的な住民参加が達

成されるよう、プロジェクトのすべての活動の統括、監視を行う。 

 

c） プロジェクトサイトを管轄する、あるいは活動を行っている政府機関や市民組織と

うまく連携し、活動の重複、及び裨益者側へ混乱や不調和をきたすような結果を避

ける。 

 

d） プロジェクトの人的・資金的資源の運用を監視し、報告をする。 

 

e） プロジェクトの中で実施される各種事業について恒久的なフォローアップ・評価 

システムを策定する。 

 

f） カウンターパートとフィールドワークの実施や、事業の優先度について検討する。 

g） 住民参加型を基本とした事業の実施及びそのための準備について、市役所を支援す

る。 

 

h） 日本専門家チームはプロジェクトの事業の実施と監視について、ド国カウンター 

パートへ必要な指導を行う。 

 

i） 活動報告及び問題に対する提言を行う。 

 

調査に必要なカウンターパートの構成 

 

 本プロジェクトの実施のために、サントドミンゴ市役所清掃局が実施機関となり、固

形廃棄物処理分野のカウンターパートは化学エンジニアを配置し、外国人アドバイザー

が必要とするすべての事項についてコーディネートをする役割を担う。また、同局は別

途フィールドワークの実施に必要なオペレーションチームを編成するものとする。 
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１．プロジェクトの基本データ 
  

プロジェクト名 事業化ための固形廃棄物の回収と活用 

計画書作成年月日 ２００２年１１月１５日 

国名 / 地域名 ドミニカ共和国 

実施サイト サントドミンゴ市(首都圏） 

  
２．プロジェクト計画立案機関のデータ 

  
実施責任機関の名称 サントドミンゴ市役所 
管轄部署 国際技術協力室 
実施部署 市役所清掃局 
連絡先 首都圏サントドミンゴ市セントロ・デ・ロス・エロエ

ス、フライ・シプリアーノ・デ・ウトレーラ通り 
  
３．プロジェクト期間      ２年間 
開始年月日 ２００３年４月 
終了年月日 ２００７年５月 
実施期間（月） ４８ヶ月間 
 
調査に期待される成果 

 

¾ 首都圏における固形廃棄物の排出量が持続的に安定して減少していくことが期待で

きるような、また、信頼性の高い固形廃棄物処理システムの策定。 

 

¾ 固形廃棄物のリサイクル事業に参加し、市役所にリサイクル産物の事業化に必要な

リソースを供出する企業や投資家が確保できる。 

 

¾ 固形廃棄物の処理に関して、住民がワークショップや集会に参加し、教育・啓蒙活

動を通じて市民が市役所を信頼するようになり、活動に参加する意欲を持つように

なる。 
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¾ 固形廃棄物の適切な収集や最終処理が容易にできるように、新しい最終処分場が設

置される。 

 

¾ プロジェクトの目的の達成のために市民参加の度合いが増していく。 

 

¾ ごみの回収による市役所の収入が増加し、そのため、市役所が提供する市民への  

サービスが多様化する。 

 

¾ 他の機関から評価され、必要な支援が得られる。 

 

プロジェクトの目的 

 

 「商品化のためのごみの回収と利用」プロジェクトの主な目標は固形廃棄物の回収に

関する問題を解決し、首都圏に居住する人口の社会・経済・環境条件の効率的で恒久的

な改善を図るために、ごみの回収、運搬、最終処理、ごみの産業利用の段階に携わる民

間企業や投資家の参加を受けて、ごみの事業化及び、一般市民に対する環境教育及び固

形廃棄物処理について広く啓蒙・意識作りのための教育に取り組みことである。また、

そのためにプロジェクトのすべての発展段階において、裨益層の積極的な参加を受ける

ものとする。 

 

 その意味では革新的な構想及び実践戦略に基づいたプロジェクトであり、また、初め

てサントドミンゴ市役所が首都圏の固形廃棄物の問題を解決すると共に、雇用の創出、

固形廃棄物の処理基準がないために起こる環境汚染に起因する、特に貧困層の疾患や死

亡率の減少への取り組みである。 

 

 サントドミンゴ市役所は市役所やそのシステムに対する一般市民からの信頼や信望を

高めることをベースとした分野別政策を導入し、市民へ一定の義務の遂行を課す見返り

として、社会プログラムの実施のための資金の調達の増加に努める。 

 

¾ 首都圏における固形廃棄物処理に関するマスタープランの策定 

¾ マスコミやセミナー、会議、各種市民組織（クラブ、協会）、学校、一般企業など

のさまざまな場面や対象者に対する環境教育キャンペーンの実施。 

¾ コンピューターシステムによる請求書作成。 

¾ 首都圏の地区レベルの住民を対象とした活動の展開。 
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調査の到達範囲 

 

活動計画： 

 

 プロジェクトが実施する活動は以下の通り要約できる。 

 

¾ マスタープランの設計と導入。 

 

¾ マスタープランの導入に必要なインフラ整備、技術的要素の明確化。 

 

¾ 都市部固形廃棄物処理総合システムの策定。 

 

¾ 全般的な活動計画の策定。 

 

¾ 医療廃棄物、危険な廃棄物の利用に関する代替策の検討。 

 

¾ 各種事業のパイロット事業の実施。 

 

¾ プロジェクトの各種事業に参加する郡行政機関や市民組織と共に、フィールド 

ワークの実施。 

 

¾ 実施する活動のモニタリング。 

 

¾ 必要な資材の評価。 

 

¾ 人的・経済資源を最大限活用するために責任分担や技術的な提言を策定。 

 

¾ パイロット事業の分析。 

 

¾ プロジェクトに関係する学術機関やそれ以外の機関との協定の確立。 

 

¾ プロジェクト事業への企業参加の可能性の評価、及び参加に関する基準の策定。 
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¾ プロジェクト実施結果の分析や実績の評価。 

 

¾ 定期的な財務報告・監査報告。 

 

プロジェクト活動スケジュール 

 

活 動 期  間 

 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

０．総合的な調整 ｘ ｘ ｘ ｘ 

１．コンポーネント１  ｘ   

２．コンポーネント２ ｘ ｘ   

３．コンポーネント３  ｘ   

４．コンポーネント４  ｘ ｘ ｘ 

５．コンポーネント５    ｘ 

６．コンポーネント６  ｘ ｘ ｘ 

７．コンポーネント７  ｘ ｘ ｘ 

 

コンポーネントの内容： 

 

コンポーネント１：固形廃棄物の収集、運搬、最終処理を行う共同出資をする民間企業

の契約手続きが完了される。 

 

コンポーネント２：環境教育・ごみのリサイクルに関してファシリテーター、普及者の

養成、研修、組織化のプログラムが実施される。 

 

コンポーネント３：サービスを提供する民間企業の人員に対する環境教育、固形廃棄物

のリサイクル及び処理に関する教育訓練が実施される。 

 

コンポーネント４：一般市民に対する意識づくりのための啓蒙キャンペーンが実施され

る。 

 

コンポーネント５：民間企業及びプロジェクト裨益者に対する料金制度が導入される。 

 

コンポーネント６：機能的で効果的な関係機関間の連携プログラムが実施される。 
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コンポーネント７：実施された事業の効果を保証するためにモニタリングプログラムを

実施する。 

 



- 117 - 

清掃局の役割 

• 首都圏におけるごみ回収事業の計画、調整、実施、監視を行う。 

• ごみ及び最終処分場の適正な取扱いについて監視する。 

• 首都圏にある広場や道路、公共施設がごみがない状態に常時保たれるよ

うにする。 

• ごみの取り扱い及び回収の改善を図るプロジェクトを計画する。 



- 118 - 

環境行政局 

• ごみ、ごみのリサイクル、最終処分場、騒音、雨水処理などに関して環

境衛生・保全基準や規定を提示する。 

• 都市部緑地帯の管理計画を開発する。 

• 公園や緑地帯の環境美化を保つ。 

• 環境教育キャンペーンを開発する。 

• 環境衛生及び町の適切な緑地化を監視する。 

• 建築物による環境インパクト緩和を目的とした基準や規定を定める。 
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総 務 部 

• 市役所の他部署から要求されるサービスを確実に提供する。 

• 効果的な文書の登録・ファイリングシステムを実施する。 

• 市役所内の清掃、メンテナンス、安全について監視する。 

• メッセンジャー業務の調整・指導。 

• 市役所の財産の登録及び管理をする。 

• 協同組合が適切に運営されるよう監視する。 
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事 務 局 

• 政治行政に関して市長へ助言・補佐する。 

• 公文書の作成。 

• 市長の決議に必要な資料やデータを提供する。 

• 市長の職務または正式な社交行事に関するプロトコールの調整。 

• 市長のスケジュールについて幹部職以下に通知し、市長の行動予定を 

フォローする。 

• 国際機関との交流、技術情報の交換、経済援助などに関する協定や関係

の維持あるいは推進。 

• 各種グループの勤務状況を監視する。 

• 市民の一般的な認識を高めるために必要な活動を提言するために郡自

治体からの通知やコメント、電話などの受理、記録、分析を行う。 
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健康・社会欄 

危険な医療廃棄物 

 

（筆者：アルタグラシア・グスマン・マルセリーノ） 

 

 廃棄物の排出はライフ・クォーリティに影響する環境衛生面での問題であり、環境汚

染の原因の１つでもある。また、国民の大部分を占める貧困層の生活レベルを更に低下

させることにもつながる深刻な社会問題である。 

 

 廃棄物にもいろいろな種類があり、食品、紙、プラスチック類などの一般の家庭廃棄

物、工業廃棄物、農業廃棄物、医療廃棄物などである。産業廃棄物には家庭や職場で排

出される廃棄物が混合している。また、医療機関で発生する廃棄物には施設のごみ処理

担当者や一般市民の健康を害する有害な物質が含まれている。 

 

 危険な医療廃棄物には総合病院や民間医療機関だけでなく、個人や小規模の診療施設、

保健所、臨床検査所、薬局、血液銀行、歯科医院、診察所など、医療保健サービスを

提供するすべての施設が発生源である。これら医療廃棄物に関する厳密な処理基準が

策定される必要があり、たとえば、微生物検査所から発生する廃棄物、刺し傷を作り

やすい器具（針、カテーテル、チューブなど）、外科、解剖などの廃棄物の他、感染症

の患者に由来する廃棄物、全血・血液副産物なども適正な取り扱いが必要である。 

 

 ドミニカ共和国においては公的・民間部門から発生する医療廃棄物の処理に関する特

別な政策方針がなく、一般廃棄物と同様の回収・最終処理がなされている。これまでマ

スコミなどは何十年も前から医療廃棄物を問題視するニュースを流してきたが、８０年

代に首都のごみ回収車から切断された手足がごみと共にカメラにとらえられた身の毛が

よだつような光景が報道されたのが記憶に残っている。 

 

 医療廃棄物の不適正な処理のために、医療機関に働く人員や入院患者などを中心とし

て、集団感染が発生する危険を抱えているといえる。 

 

 従って、緊急に環境衛生対策を講じる必要があることから、サントドミンゴ市役所は

環境行政局を通じて、｢医療廃棄物適正処理｣に関する全国プロジェクトを起案し、    
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１９９９年にロベルト・リッド・カブラル国立小児病院およびヌエストラ・セニョーラ・

デ・ラ・アルタグラシア国立産科病院にごみ焼却炉を設置した。同産科病院では胎盤の

処理は手洗い場で細かく刻み、そのまま汚水として流すか、病院の共同ゴミ捨て場に他

のごみと一緒に捨てるというのが通常の処理方法であった、ルイス・Ｅ・アイバール国

立病院、モスコッソ・プエージョ国立病院、ダリオ・コントレーラス国立外傷病院、ロ

ス･ミナス国立産科病院（いずれもサントドミンゴ市内）、サンチアゴ、サン・フランシ

スコ・デ・マコリス、バラオーナ、サン・ファン・デ・ラ・マグアーナなどの国立病院

へのごみ焼却炉の設置は途中で中断されてしまった。同プロジェクトは保健省、各国立

病院、市役所の間で協定が締結されることになっていたが、ちょうど政権交代となり、

このプロジェクトが途中で打ちきられ、焼却炉の通関手続きもそのまま放置されて  

しまった。 

 

 危険な医療廃棄物に早急な解決策を講じるとともに、当時ド国の保健省は米国の専門

職連盟から首都圏の公的･民間医療機関の排出する廃棄物の焼却設備の無償を受け、その

輸入手続き中であったが、その機材についてもその後、どうなったのか定かではない。 

 

 １９９６－２０００年の政権にとって、医療廃棄物の問題は保健計画の最優先項目の

1 つであり、具体的な解決策が考案されにもかかわらず、継続してフォローされること

なく、消えてしまったのは非常に遺憾なことである。 
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